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１．平成19年９月中間期の業績（平成19年４月１日～平成19年９月30日）

(1）経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 中間（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年９月中間期 6,257 0.7 278 △36.8 252 △40.3 133 △43.0

18年９月中間期 6,214 △2.9 439 △8.3 422 △5.9 233 130.0

19年３月期 12,133 － 1,092 － 1,022 － 350 －

１株当たり中間
（当期）純利益

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益

円 銭 円 銭

19年９月中間期 17 16 － －

18年９月中間期 33 56 － －

19年３月期 49 71 － －

（参考）持分法投資損益 19年９月中間期 －百万円 18年９月中間期 －百万円 19年３月期 －百万円

(2）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年９月中間期 21,651 9,116 42.1 1,175 16

18年９月中間期 19,877 8,357 42.0 1,201 17

19年３月期 21,113 9,062 42.9 1,168 25

（参考）自己資本 19年９月中間期 9,116百万円 18年９月中間期 8,357百万円 19年３月期 9,062百万円

(3）キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

19年９月中間期 225 △563 596 1,755

18年９月中間期 1,331 △440 △338 1,433

19年３月期 2,025 △1,363 △44 1,497

２．配当の状況

 　１株当たり配当金

（基準日） 中間期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭

19年３月期 7 50 7 50 15 00

20年３月期 10 00 －

20年３月期（予想） － 10 00 20 00

（注）平成20年３月期中間期末配当金の内訳　　　　記念配当　2円50銭

 

３．平成20年３月期の業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

（％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 12,271 1.1 695 △36.3 529 △48.2 257 △26.6 33 13

－ 1 －



４．その他

(1）中間財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間財務諸表作成のための基本となる重要な

事項の変更に記載されるもの）

①　会計基準等の改正に伴う変更　有

②　①以外の変更　　　　　　　　有

（注）詳細は、13ページ「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。

(2）発行済株式数（普通株式）

①　期末発行済株式数（自己株式を含む） 19年９月中間期 7,767,800株 18年９月中間期 6,967,800株 19年３月期 7,767,800株

②　期末自己株式数 19年９月中間期 10,099株 18年９月中間期 10,099株 19年３月期 10,099株

（注）１株当たり中間（当期）純利益の算定の基礎となる株式数については、21ページ「１株当たり情報」をご覧

ください。
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１．経営成績
(1）経営成績に関する分析

当中間会計期間におけるわが国の経済は、設備投資・輸出・個人消費及び雇用環境が堅調に推移し、国内外の需要が

引き続き増加する中、緩やかな景気拡大基調が続いております。

当業界におきましては、粘土瓦需要動向を大きく左右する新設住宅着工戸数（特に持家）が平成19年６月の建築基準

法改正による建築確認手続きの厳格化による影響と消費者による金利動向等の様子見による自然減が重なり、住宅着工

戸数が前年同期に比べ大幅に減少したことにより出荷が停滞し、併せて予想を超えた燃料価格の急騰・同業者のＦ形瓦

増産設備投資により、熾烈な価格競争となり企業間競争は一層激化しております。

このような情勢下当社は、住宅の洋風化が益々顕著に推移していく中、「スーパートライ１１０」の慢性的な在庫不

足を解消し、お客様に満足していただけるように平成19年４月に阿久比工場に第３ライン（Ｆ形桟瓦専焼ライン）を立

ち上げ、製品の品揃えの充実をはかりました。

利益面におきましては、新設住宅着工戸数の大幅な減少による出荷の停滞及び熾烈な価格競争が展開される中、売上

高におきましては、ほぼ前期並を確保したものの、阿久比第３ライン稼働に伴う諸費用・予想を超えた燃料価格の急騰・

出荷停滞に伴う生産設備の稼働率低下等による製造コストアップ要因等により、売上総利益率が前期対比2.9ポイント低

下した事が大きな負担となりました。

この結果、当中間会計期間の売上高は、62億57百万円（前年同期比0.7％増）、営業利益２億78百万円（前年同期比

36.8％減）、経常利益２億52百万円（前年同期比40.3％減）、中間純利益１億33百万円（前年同期比43.0％減）の増収

減益となりました。

 

通期の見通しにつきましては、当中間会計期間以降の日本経済はサブプライム問題による米景気の先行き不安、為替

相場が輸出に与える影響・原油価格の急騰等先行きの景況に不透明感が広がり、予断を許さない状況になってまいりま

した。

当業界におきましても、基準法と持家住宅の自然減の影響により実需予測が見えにくい現状を考慮すると新設住宅着

工戸数（特に持家）の大幅な増加が見込まれない一方、同業者間のＦ形瓦増産設備投資による熾烈な価格競争に加え燃

料価格の急騰による製造コストの上昇を製品に転嫁せざるを得ない状況が続く中、同業者間の熾烈な競争が続き厳しい

収益環境が続くと予想されます。

こうした情勢のもとで厳しい経営環境に対処すべく当社は、販売面においては、今迄以上の積極営業により販売基盤

の拡大を図り、適正価格での販売に注力し、一方製造面においては、燃料価格の急騰による製造コスト上昇分の一部で

も吸収する為、徹底したコスト削減に努め、併せて出荷面においては、他社に先んじた出荷体制の更なる強化・製品ヤー

ドの整備等による出荷サービスの差別化・さらに環境に優しい新商品の開発による商品の差別化等により総合評価を上

げ、社内にあっては、企業の社会的責任を自覚し全社を挙げてコンプライアンスの徹底を図り、当社のブランド力及び

顧客満足度の向上に積極的に取り組んでまいります。

通期の業績の見通しは、売上高122億71百万円（前年同期比1.1％増）、営業利益６億95百万円（前年同期比36.3％減）、

経常利益５億29百万円（前年同期比48.2％減）、当期純利益２億57百万円（前年同期比26.6％減）の増収減益を見込ん

でおります。

なお、これらの通期業績予想は、現時点において合理的であると判断するデータに基づいて作成しており、予想につ

きましては、様々な不確定要素が内存しているため、実際の業績は見通しと異なる可能性があります。 
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(2）財政状態に関する分析

①　資産、負債、純資産及びキャッシュ・フローの状況に関する分析 

　　当中間会計期間末の資産につきましては、阿久比第３ライン新設稼動により有形固定資産14,371百万円（前年同

期比10.7％増）の増加等により21,651百万円（前年同期比8.9％増）となりました。 　　

 負債につきましては、阿久比第３ライン新設に伴う設備関係支払手形834百万円（前年同期比93.1％増）の増加及

び長期借入金1,260百万円（前年同期比131.2％増）の増加等により12,535百万円（前年同期比8.8％増）となりまし

た。

 純資産につきましては、公募増資による資金調達と繰越利益剰余金の増加等により9,116百万円（前年同期比

9.1％増）となりました。

 

当中間会計期間のキャッシュ・フローの状況

 当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前中間会計期間末に比べて321百万

円増加し、1,755百万円となりました。

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 （営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によって得られた資金は、前中間会計期間に比べ1,105百万円減少し225百万円となりました。

これは主に、売上債権の減少額51百万円（前年同期は675百万円の増加）、棚卸資産の増加426百万円（前年同

期は151百万円の増加）及び割引手形の増加483百万円（前年同期は1,001百万円の増加）等によるものです。

 （投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、前中間会計期間に比べ123百万円増加し563百万円となりました。

これは主に、有形固定資産の取得の支出額564百万円（前年同期比197百万円増）によるものです。

 （財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は、前中間会計期間に比べ934百万円増加し596百万円となりました。

これは主に、長期借入れによる収入1,100百万円（前年同期比1,100百万円増）によるものです。

 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期
平成19年９月

中間期

自己資本比率（％） 38.5 39.4 42.4 42.9 42.1

時価ベースの自己資本比率

（％）
18.3 24.7 38.8 30.4 22.2

キャッシュ・フロー対有利子

負債比率（年）
8.9 9.9 8.3 3.6 37.7

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍）
11.2 9.7 12.7 24.9 3.5

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

（注１）各指標は、いずれも財務数値により計算しております。

（注２）株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により計算しております。 

（注３）営業キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しておりま

す。有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債（割引手形を含む）

を対象としております。また利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額（手形売却損を含

む）を使用しております。 
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(3）利益配分に関する基本方針及び当期の配当

当社の利益配分の基本的な考え方は、陶器瓦業界の中で最新の生産技術を保持し、高い生産力と競争力を継続的に保

ちながら成長を続けていくために、設備の更新や新工場の建設等を慎重かつ大胆に実行していく必要性を認識すると共

に、将来に向けた安定的な収益基盤づくりのための内部留保を考慮しつつ、業績に応じた適正で安定的な配当を継続的

に行うことであります。 

内部留保金につきましては、設備投資等の資金需要に備える所存であります。 

なお平成20年３月期の配当金につきましては、年間15円（中間配当金7.5円・期末配当金7.5円）の普通配当に創業120

周年記念として年間５円（中間配当金2.5円・期末配当金2.5円）を上乗せし１株に付き年間20円とさせていただく予定

です。 

２．企業集団の状況
 最近の有価証券報告書（平成19年６月28日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関係会社の状況」から

重要な変更がないため開示を省略しております。

 

３．経営方針
(1）会社の経営の基本方針、（2）中長期的な会社の経営戦略、（3）会社の対処すべき課題

平成19年３月期決算短信（平成19年５月７日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため開示を省略

しております。 

当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。

（当社ホームページ） 

http：//www.try110.com

（東京有価証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ぺージ））

http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html
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４．中間財務諸表
(1）中間貸借対照表

前中間会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間会計期間末
（平成19年９月30日）

対前中間
期比

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１．現金及び預金 1,445,664 1,767,578 1,509,795

２．受取手形 ※５ 1,376,807 556,002 1,412,421

３．売掛金 1,567,297 1,562,098 1,292,500

４．たな卸資産 1,391,929 2,520,764 2,094,523

５．繰延税金資産 130,606 111,118 135,969

６．その他 57,568 113,447 48,962

貸倒引当金 △100,382 △70,607 △78,219

流動資産合計 5,869,490 29.5 6,560,402 30.3 690,911 6,415,952 30.4

Ⅱ　固定資産

１．有形固定資産 ※１

(1)建物 ※２ 1,543,461 2,065,321 1,515,433

(2)機械及び装置 ※２ 1,476,100 2,526,484 1,354,775

(3)土地 ※２ 9,163,376 9,163,376 9,163,376

(4)建設仮勘定 377,511 19,681 1,403,062

(5)その他 423,649 596,164 524,953

計 12,984,098 14,371,029 1,386,930 13,961,601

２．無形固定資産 29,860 22,991 △6,868 25,675

３．投資その他の資産

(1)繰延税金資産 375,249 184,324 123,265

(2)その他 ※２ 1,046,147 734,386 808,251

貸倒引当金 △427,647 △221,374 △221,619

計 993,749 697,335 △296,413 709,897

固定資産合計 14,007,708 70.5 15,091,356 69.7 1,083,648 14,697,174 69.6

資産合計 19,877,199 100.0 21,651,759 100.0 1,774,560 21,113,126 100.0
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前中間会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間会計期間末
（平成19年９月30日）

対前中間
期比

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１．支払手形 ※５ 2,216,226 2,451,611 2,600,482

２．買掛金 494,332 566,350 565,406

３．短期借入金 ※２ 5,450,000 5,300,000 5,300,000

４．１年以内返済予定
の長期借入金

※２ 692,000 485,000 692,000

５．未払費用 471,817 509,701 486,398

６．未払法人税等 244,216 112,274 231,401

７．賞与引当金 170,322 200,964 202,136

８．役員賞与引当金 11,370 11,770 23,540

９．設備関係支払手形 ※５ 432,274 834,727 630,746

10．その他 ※４ 107,765 105,894 224,463

流動負債合計 10,290,324 51.8 10,578,292 48.9 287,968 10,956,574 51.9

Ⅱ　固定負債

１．長期借入金 ※２ 545,000 1,260,000 399,000

２．退職給付引当金 70,165 66,540 69,903

３．役員退職慰労引当
金

613,332 625,414 619,724

４．その他 1,000 5,000 5,000

固定負債合計 1,229,497 6.2 1,956,954 9.0 727,456 1,093,627 5.2

負債合計 11,519,822 58.0 12,535,247 57.9 1,015,424 12,050,201 57.1

（純資産の部）

Ⅰ　株主資本

１　資本金 1,817,350 9.1 2,144,134 9.9 326,784 2,144,134 10.2

２　資本剰余金

(1）資本準備金 2,640,350 2,967,134 2,967,134

(2）その他資本剰余
金

57 57 57

資本剰余金合計 2,640,407 13.3 2,967,191 13.7 326,784 2,967,191 14.0

３　利益剰余金

(1）利益準備金 110,163 110,163 110,163

(2）その他利益剰余
金

特別償却準備金 28,587 19,822 24,205

固定資産圧縮積
立金

22,973 22,167 22,444

別途積立金 2,050,000 2,050,000 2,050,000

繰越利益剰余金 1,573,148 1,722,124 1,642,514

利益剰余金合計 3,784,872 19.0 3,924,278 18.1 139,406 3,849,327 18.2

４　自己株式 △5,703 △0.0 △5,703 △0.0 － △5,703 △0.0

株主資本合計 8,236,925 41.4 9,029,900 41.7 792,974 8,954,949 42.4

Ⅱ　評価・換算差額等

　その他有価証券評価
差額金

120,451 0.6 86,612 0.4 △33,839 107,975 0.5

純資産合計 8,357,376 42.0 9,116,512 42.1 759,135 9,062,924 42.9

負債純資産合計 19,877,199 100.0 21,651,759 100.0 1,774,560 21,113,126 100.0
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(2）中間損益計算書

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

対前中間
期比

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 6,214,591 100.0 6,257,435 100.0 42,843 12,133,039 100.0

Ⅱ　売上原価 4,625,499 74.4 4,839,004 77.3 213,505 9,051,902 74.6

売上総利益 1,589,092 25.6 1,418,431 22.7 △170,661 3,081,137 25.4

Ⅲ　販売費及び一般
管理費

1,149,400 18.5 1,140,344 18.3 △9,055 1,988,487 16.4

営業利益 439,692 7.1 278,086 4.4 △161,605 1,092,649 9.0

Ⅳ　営業外収益 ※１ 22,491 0.3 40,837 0.7 18,346 42,181 0.3

Ⅴ　営業外費用 ※２ 39,874 0.6 66,687 1.1 26,812 111,909 0.9

経常利益 422,308 6.8 252,237 4.0 △170,071 1,022,921 8.4

Ⅵ　特別利益 92 0.0 8,474 0.2 8,381 3,081 0.0

Ⅶ　特別損失  3,851 0.1 12,054 0.2 8,203 26,685 0.2

税引前中間
（当期）純利
益

418,550 6.7 248,656 4.0 △169,893 999,317 8.2

法人税、住民
税及び事業税

232,848 101,315 441,907

法人税等調整
額

△47,765 185,083 2.9 14,206 115,522 1.9 △69,560 207,304 649,212 5.3

中間（当期）
純利益

233,466 3.8 133,133 2.1 △100,333 350,105 2.9
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(3）中間株主資本等変動計算書

前中間会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株
式

株主資
本合計資本準

備金

その他
資本剰
余金

資本剰
余金合
計

利益準
備金

その他利益剰余金
利益剰
余金合
計

特別償
却準備
金

固定資
産圧縮
積立金

別途積
立金

繰越利
益剰余
金

平成18年３月31日　残高
（千円）

1,817,350 2,640,350 57 2,640,407 110,163 41,733 24,609 2,050,000 1,398,641 3,625,147 △5,703 8,077,201

中間会計期間中の変動額

特別償却準備金の取崩し
（注）

△8,764 8,764 － －

特別償却準備金の取崩し △4,382 4,382 － －

固定資産圧縮積立金の取崩し
（注）

△1,107 1,107 － －

固定資産圧縮積立金の取崩し △528 528 － －

剰余金の配当（注） △52,182 △52,182 △52,182

役員賞与（注） △21,560 △21,560 △21,560

中間純利益 233,466 233,466 233,466

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

－ － － － － △13,146 △1,636 － 174,506 159,724 － 159,724

平成18年９月30日　残高
（千円）

1,817,350 2,640,350 57 2,640,407 110,163 28,587 22,973 2,050,000 1,573,148 3,784,872 △5,703 8,236,925

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

平成18年３月31日　残高
（千円）

133,103 133,103 8,210,305

中間会計期間中の変動額

特別償却準備金の取崩し
（注）

－

特別償却準備金の取崩し －

固定資産圧縮積立金の取崩し
（注）

－

固定資産圧縮積立金の取崩し －

剰余金の配当（注） △52,182

役員賞与（注） △21,560

中間純利益 233,466

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額）

△12,652 △12,652 △12,652

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

△12,652 △12,652 147,071

平成18年９月30日　残高
（千円）

120,451 120,451 8,357,376

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当中間会計期間（自平成19年４月１日　至平成19年９月30日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株
式

株主資
本合計資本準

備金

その他
資本剰
余金

資本剰
余金合
計

利益準
備金

その他利益剰余金
利益剰
余金合
計

特別償
却準備
金

固定資
産圧縮
積立金

別途積
立金

繰越利
益剰余
金

平成19年３月31日　残高
（千円）

2,144,134 2,967,134 57 2,967,191 110,163 24,205 22,444 2,050,000 1,642,514 3,849,327 △5,703 8,954,949

中間会計期間中の変動額

特別償却準備金の取崩し △4,382 4,382 － －

固定資産圧縮積立金の取崩し △276 276 － －

剰余金の配当 △58,182 △58,182 △58,182

中間純利益 133,133 133,133 133,133

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

－ － － － － △4,382 △276 － 79,609 74,951 － 74,951

平成19年９月30日　残高
（千円）

2,144,134 2,967,134 57 2,967,191 110,163 19,822 22,167 2,050,000 1,722,124 3,924,278 △5,703 9,029,900

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

平成19年３月31日　残高
（千円）

107,975 107,975 9,062,924

中間会計期間中の変動額

特別償却準備金の取崩し －

固定資産圧縮積立金の取崩し －

剰余金の配当 △58,182

中間純利益 133,133

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額）

△21,363 △21,363 △21,363

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

△21,363 △21,363 53,587

平成19年９月30日　残高
（千円）

86,612 86,612 9,116,512
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前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株
式

株主資
本合計資本準

備金

その他
資本剰
余金

資本剰
余金合
計

利益準
備金

その他利益剰余金
利益剰
余金合
計

特別償
却準備
金

固定資
産圧縮
積立金

別途積
立金

繰越利
益剰余
金

平成18年３月31日　残高
（千円）

1,817,350 2,640,350 57 2,640,407 110,163 41,733 24,609 2,050,000 1,398,641 3,625,147 △5,703 8,077,201

事業年度中の変動額

 新株の発行 326,784 326,784 326,784 653,568

前期決算の利益処分項目 

特別償却準備金の取崩し △8,764 8,764 － －

固定資産圧縮積立金の取崩
し

△1,107 1,107 － －

剰余金の配当 △52,182 △52,182 △52,182

役員賞与 △21,560 △21,560 △21,560

剰余金の配当 △52,182 △52,182 △52,182

特別償却準備金の取崩し △8,764 8,764 － －

固定資産圧縮積立金の取崩
し 

△1,057 1,057 － －

当期純利益 350,105 350,105 350,105

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計　　
（千円）

326,784 326,784 － 326,784 － △17,528 △2,165 － 243,873 224,179 － 877,747

平成19年３月31日　残高
（千円）

2,144,134 2,967,134 57 2,967,191 110,163 24,205 22,444 2,050,000 1,642,514 3,849,327 △5,703 8,954,949

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

平成18年３月31日　残高
（千円）

133,103 133,103 8,210,305

事業年度中の変動額

新株の発行 653,568

 前期決算の利益処分項目  

特別償却準備金の取崩し －

固定資産圧縮積立金の取
崩し

－

剰余金の配当 △52,182

役員賞与 △21,560

剰余金の配当 △52,182

特別償却準備金の取崩し －

固定資産圧縮積立金の取崩
し 

－

当期純利益 350,105

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）

△25,128 △25,128 △25,128

事業年度中の変動額合計　　
（千円）

△25,128 △25,128 852,619

平成19年３月31日　残高
（千円）

107,975 107,975 9,062,924
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(4）中間キャッシュ・フロー計算書

前中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

対前中間期比

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）
増減

（千円）
金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間（当期）純利益 418,550 248,656  999,317

減価償却費 280,474 307,823  581,802

貸倒引当金の増減額(減少：△) 171,598 △7,857  △56,592

退職給付引当金の増減額
(減少：△)

△610 △3,363  △873

賞与引当金の増減額(減少：△) △5,420 △1,172  26,394

役員賞与引当金の増減額
(減少：△)

11,370 △11,770  23,540

役員退職慰労引当金の増減額
(減少：△)

△28,360 5,690  △21,968

受取利息及び受取配当金 △5,463 △6,336  △8,818

支払利息 32,176 41,676  66,351

売上債権の増減額(増加：△) △675,555 51,556  333,040

たな卸資産の増減額(増加：△) △151,504 △426,240  △854,099

仕入債務の増減額(減少：△) 465,370 △147,926  920,700

割引手形の増減額(減少：△) 1,001,738 483,266  456,055

役員賞与の支払額 △21,560 －  △21,560

その他 113,547 △44,041  111,667

小計 1,606,351 489,962 △1,116,389 2,554,958

利息及び配当金の受取額 5,453 6,276  8,764

利息の支払額 △39,730 △52,147  △64,007

法人税等の支払額 △240,733 △218,684  △474,434

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,331,341 225,406 △1,105,935 2,025,281

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － －  △12,000

定期預金の払戻による収入 － －  12,000

有形固定資産の取得による支出 △367,013 △564,818  △1,375,374

有形固定資産の売却による収入 233 2,385  221

無形固定資産の取得による支出 △527 △2,391  △1,247

投資有価証券の取得による支出 － △1,000  －

貸付けによる支出 △87,397 △9,600  △102,397

貸付金の回収による収入 14,287 11,776  115,269

投資活動によるキャッシュ・フロー △440,417 △563,649 △123,232 △1,363,528

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（減少：△） 150,000 －  －

長期借入れによる収入 － 1,100,000  100,000

長期借入金の返済による支出 △436,000 △446,000  △682,000

株式の発行による収入 － －  641,375

配当金の支払額 △52,211 △57,973  △104,284

財務活動によるキャッシュ・フロー △338,211 596,026 934,237 △44,908

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額
(減少：△)

552,713 257,783 △294,929 616,844

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 880,950 1,497,795 616,844 880,950

Ⅵ　現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高

※ 1,433,664 1,755,578 321,914 1,497,795
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１．資産の評価基準及び評価方

法

(1）有価証券

関連会社株式

移動平均法による原価法

(1）有価証券

関連会社株式

同左

(1）有価証券

関連会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）

その他有価証券

時価のあるもの

同左

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

(2）たな卸資産

製品・仕掛品

月次総平均法による原価法

(2）たな卸資産

製品・仕掛品

同左

(2）たな卸資産

製品・仕掛品

同左

原材料

月次総平均法による低価法

原材料

同左

原材料

同左

商品・貯蔵品

先入先出法による低価法

商品・貯蔵品

同左

商品・貯蔵品

同左

未成工事支出金

個別法による原価法

未成工事支出金

同左

未成工事支出金

同左

２．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産

　定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については定額

法）を採用しております。

　主な耐用年数は次のとおりで

あります。

建物　　　　 15年～50年

機械及び装置 ７年～12年

(1）有形固定資産

　定額法（ただし、車両運搬具

については定率法を採用してお

ります）

 

　主な耐用年数は次のとおりで

あります。

建物　　　　 15年～50年

機械及び装置 ７年～12年

(1）有形固定資産

　定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については定額

法）を採用しております。

　主な耐用年数は次のとおりで

あります。

建物　　　　 15年～50年

機械及び装置 ７年～12年
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

（会計方針の変更）

車両運搬具以外の有形固定資

産の減価償却方法について、当

中間会計期間（当事業年度）よ

り定率法（平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を

除く）については定額法）から

改正後の法人税法に規定する定

額法へ変更しております。これ

は、当期における大型の設備投

資を機に償却方法を見直した結

果、当社製品は急速な技術革新

は見込まれておらず、有形固定

資産の使用期間にわたって、粘

土瓦という同一製品を長期安定

的に販売しており、また、有形

固定資産も長期間にわたり取得

当初から安定的に稼働しており、

かつ、設備維持更新費用も経年

とともに逓増していないことか

ら、設備投資の効果は長期にわ

たり平均的かつ安定的に発現す

ることが判明しました。従って、

これらの変更は、長期安定的な

業態により適合した減価償却の

方法とすることにより、費用と

収益の合理的な対応を図るため

のものであります。

　また、平成19年度法人税法改

正に伴い、平成19年４月１日以

降取得の車両運搬具以外の有形

固定資産については、改正後の

法人税法に規定する定額法を、

車両運搬具については改正後の

法人税法に規定する定率法を採

用しております。

　これらにより、従来の方法に

よった場合と比較して、減価償

却費が170,383千円（既存の有形

固定資産に係る減価償却費は

73,362千円）減少し、営業利益、

経常利益及び税引前中間純利益

はそれぞれ117,936千円増加して

おります。

（追加情報）

法人税法の改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得した資

産については、改正前の法人税

法に基づく減価償却の方法の適

用により取得価額の５％に到達

した事業年度の翌事業年度より、

取得価額の５％相当額と備忘価

額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて

計上しております。

　これにより、営業利益は

19,355千円、経常利益及び税引

前中間純利益はそれぞれ19,717

千円減少しております。

(2）無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

おります。

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

３．繰延資産の処理方法 ――――― ――――― 株式交付費

支出時に全額費用として処理し

ております。

（繰延資産の会計処理に関する当

面の取扱い）

当事業年度より、「繰延資産の

会計処理に関する当面の取扱い」

（企業会計基準委員会　平成18年

８月11日　実務対応報告第19号）

を適用しております。

前事業年度において営業外費用

の内訳として表示していた「新株

発行費」は、当事業年度より「株

式交付費」として表示する方法に

変更しております。

前事業年度において営業活動に

よるキャッシュ・フローの内訳と

して表示していた「新株発行費」

は、当事業年度より「株式交付

費」として表示する方法に変更し

ております。

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に

備えるため、当中間会計期間に

負担すべき支給見込額を計上し

ております。

(2）賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に

備えるため、当事業年度に負担

すべき支給見込額を計上してお

ります。

(3）役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えて、当

事業年度における支給見込額の

当中間会計期間負担額を計上し

ております。

(会計方針の変更)

　当中間会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号　平成17年11月

29日）を適用しております。

　これにより営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益は、そ

れぞれ11,370千円減少しており

ます。

(3）役員賞与引当金

同左

(3）役員賞与引当金　　

役員賞与の支出に備えて、当

事業年度における支給見込額を

計上しております。

（会計方針の変更） 

当事業年度より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計

基準第４号　平成17年11月29日）

を適用しております。

これにより営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益はそれ

ぞれ23,540千円減少しておりま

す。 

(4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。

　また、数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定額

法により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処理

しております。

(4）退職給付引当金

同左

(4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。

　また、数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定額

法により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処理

しております。
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

(5）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しております。

(5）役員退職慰労引当金

同左

(5）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支払に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。

５．リース取引の処理方法 ―――――

 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

同左

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジの会計の方法

　金利スワップについては特例

処理を採用しております。

(1）ヘッジの会計の方法

同左

(1）ヘッジの会計の方法

同左

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

金利スワップ取引

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

同左

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

同左

ヘッジ対象

借入金の利息

ヘッジ対象

同左

ヘッジ対象

同左

(3）ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを回

避するため、金利スワップ取引

を行っております。

(3）ヘッジ方針

同左

(3）ヘッジ方針

同左

(4）ヘッジ有効性の評価方法

　ヘッジ手段は、特例処理の要

件を満たしており有効性はある

ため、特段の評価は行っており

ません。

(4）ヘッジ有効性の評価方法

同左

(4）ヘッジ有効性の評価方法

同左

７．中間キャッシュ・フロー計

算書（キャッシュ・フロー計

算書）における資金の範囲

　手許現金及び当座預金、普通預

金等の随時引き出し可能な預金か

らなっております。

同左 同左

８．その他中間財務諸表（財務

諸表）作成のための基本とな

る重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。

(1）消費税等の会計処理

同左

(1）消費税等の会計処理

同左

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準）

当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号　平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額

は8,357,376千円であります。

　なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。

　―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準）

当事業年度より、「貸借対照法の純資産の

部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号　平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　

平成17年12月９日）を適用しております。

これまでの資本の部の合計に相当する金額は

9,062,924千円であります。

　なお、当事業年度における貸借対照表の純

資産の部については、財務諸表等規則の改定

に伴い、改定後の財務諸表等規則により作成

しております。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間会計期間末
（平成19年９月30日）

前事業年度末
（平成19年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額

10,217,621千円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

        10,733,650千円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

       10,487,986千円

※２．担保資産及び担保付債務

(1）担保に供している資産

千円

※２．担保資産及び担保付債務

(1）担保に供している資産

千円

※２．担保資産及び担保付債務

(1）担保に供している資産

千円

建物 650,641

機械及び装置 785,778

土地 2,555,212

計 3,991,632

建物 629,366

機械及び装置 713,735

土地 2,545,130

計 3,888,232

建物 644,409

機械及び装置 719,275

土地 2,555,212

計 3,918,897

(2）担保資産に対応する債務

千円

(2）担保資産に対応する債務

千円

(2）担保資産に対応する債務

千円

短期借入金 2,100,000

長期借入金

(１年以内返済予定分

を含む)

327,000

割引手形 1,510,511

計 3,937,511

短期借入金 2,000,000

長期借入金

(１年以内返済予定分

を含む)

143,000

割引手形 1,448,093

計 3,591,093

短期借入金 2,000,000

長期借入金

(１年以内返済予定分

を含む)

385,000

割引手形 964,827

計 3,349,827

　上記以外に取引保証金として保証金15,000

千円を担保に提供しています。

同左 同左

３．受取手形割引高 1,510,511千円 ３．受取手形割引高 1,448,093千円 ３．受取手形割引高        964,827千円

※４．消費税等の取扱い

　仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺の

うえ流動負債の「その他」に含めて表示して

おります。

※４．消費税等の取扱い

同左

※４．　　　　─────

※５．中間期末日満期手形

　中間期末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当中間会計期間の末日は、金融機関の

休日であったため、次の中間期末日満期手形

が、中間期末残高に含まれております。

※５．中間期末日満期手形

　中間期末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当中間会計期間の末日は、金融機関の

休日であったため、次の中間期末日満期手形

が、中間期末残高に含まれております。

※５．期末日満期手形

　期末日満期手形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理しております。な

お、当事業年度の末日は金融機関の休日であっ

たため、次の期末日満期手形が期末残高に含

まれております。

受取手形 16,909千円

支払手形 519,474

設備関係支払手形 19,220

受取手形      19,197千円

割引手形 232,815

支払手形 538,737

設備関係支払手形 409,013

受取手形     18,244千円

割引手形 371,833

支払手形 548,542

設備関係支払手形 15,396

（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目

受取利息 1,441千円

受取配当金 4,021

受取利息     2,610千円

受取配当金 3,726

受取利息      3,845千円

受取配当金 4,973

※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目

支払利息 32,176千円

手形売却損 7,698

支払利息       41,676千円

手形売却損 12,851

支払利息       66,351千円

手形売却損 17,352

３．減価償却実施額 ３．減価償却実施額 ３．減価償却実施額

有形固定資産 275,566千円

無形固定資産 4,907

有形固定資産  301,672千円

無形固定資産 5,075

有形固定資産     571,790千円

無形固定資産 9,812
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式
数（千株）

当中間会計期間増
加株式数（千株）

当中間会計期間減
少株式数（千株）

当中間会計期間末
株式数（千株）

発行済株式

普通株式 6,967 － － 6,967

合計 6,967 － － 6,967

自己株式

普通株式 10 － － 10

合計 10 － － 10

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月28日

定時株主総会
普通株式 52,182 7.5 平成18年３月31日 平成18年６月28日

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成18年11月８日

取締役会
普通株式 52,182 利益剰余金 7.5 平成18年９月30日 平成18年12月12日

当中間会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式
数（千株）

当中間会計期間増
加株式数（千株）

当中間会計期間減
少株式数（千株）

当中間会計期間末
株式数（千株）

発行済株式

普通株式 7,767 － － 7,767

合計 7,767 － － 7,767

自己株式

普通株式 10 － － 10

合計 10 － － 10

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月27日

定時株主総会
普通株式 58,182 7.5 平成19年３月31日 平成19年６月28日

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年11月８日

取締役会
普通株式 77,577 利益剰余金 10.0 平成19年９月30日 平成19年12月10日
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前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

発行済株式

普通株式 6,967 800 － 7,767

合計 6,967 800 － 7,767

自己株式

普通株式 10 － － 10

合計 10 － － 10

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月28日

定時株主総会
普通株式 52,182 7.5 平成18年３月31日 平成18年６月28日

平成18年11月８日

取締役会
普通株式 52,182 7.5 平成18年９月30日 平成18年12月12日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月27日

定時株主総会
普通株式 58,182 利益剰余金 7.5 平成19年３月31日 平成19年６月28日

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在）

（千円）

現金及び預金勘定 1,445,664

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金
△12,000

現金及び現金同等物 1,433,664

（千円）

現金及び預金勘定 1,767,578

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金
△12,000

現金及び現金同等物 1,755,578

（千円）

現金及び預金勘定 1,509,795

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金
△12,000

現金及び現金同等物 1,497,795

（リース取引関係）

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

　当社は、リース取引を全く行ってお

りませんので該当事項はありません。

　開示すべき重要なリース取引はあり

ません。

同左
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（有価証券関係）

(1）前中間会計期間末（平成18年９月30日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

株式 149,338 351,369 202,031

合計 149,338 351,369 202,031

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

中間貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券

非上場株式 58,634

関連会社株式 10,000

(2）当中間会計期間末（平成19年９月30日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

株式 149,338 258,666 109,328

合計 149,338 258,666 109,328

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

中間貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券

非上場株式 59,634

関連会社株式 10,000

(3）前事業年度末（平成19年３月31日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

取得原価（千円）
貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

株式 149,338 330,444 181,106

合計 149,338 330,444 181,106

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券

非上場株式 58,634

関連会社株式 10,000
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（デリバティブ取引関係）

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

　当中間会計期間に係る「デリバティ
ブ取引」については、ヘッジ会計を適
用しているため記載を省略しておりま
す。

同左 　当事業年度に係る「デリバティブ取
引」については、ヘッジ会計を適用し
ているため記載を省略しております。

（ストック・オプション等関係）

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

　該当事項はありません。 同左 同左

（持分法損益等）

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

　損益等からみて重要性の乏しい関連
会社のみであるため、当該各項目の記
載を省略しております。

同左 同左

（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１株当たり純資産額 1,201円17銭

１株当たり中間純利益金額 33円56銭

１株当たり純資産額 1,175円16銭

１株当たり中間純利益金額 17円16銭

１株当たり純資産額    1,168円25銭

１株当たり当期純利益金額   49円71銭

（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま
せん。

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前中間会計期間
（平成18年９月30日）

当中間会計期間
（平成19年９月30日）

前事業年度
（平成19年３月31日）

純資産の部の合計額（千円） 8,357,376 9,116,512 9,062,924

純資産の部の合計額から控除する
金額（千円）

－ － －

普通株式に係る中間期末（期末）
の純資産額（千円）

8,357,376 9,116,512 9,062,924

１株当たり純資産額の算定に用い
られた中間期末（期末）の普通株
式の数（千株）

6,957 7,757 7,757

３．１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

中間（当期）純利益（千円） 233,466 133,133 350,105

普通株主に帰属しない金額
（千円）

－ － －

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (－)

普通株式に係る中間(当期)純利益
（千円）

233,466 133,133 350,105

期中平均株式数（千株） 6,957 7,757 7,043
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（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

該当事項はありません。 同左 同左
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５．生産、受注及び販売の状況
 （1）　生産実績

（単位：千円）

区　　分 

前中間会計期間

（自平成18年４月１日

　　至平成18年９月30日）

当中間会計期間

（自平成19年４月１日

　　至平成19年９月30日）

前事業年度

（自平成18年４月１日

　　至平成19年３月31日）

 Ｊ　形　瓦 1,603,433 1,396,857 3,151,971

 Ｆ　形　瓦 3,626,692 3,950,433 7,422,322

 Ｍ　形　瓦 351,747 345,852 743,972

 合　　　計 5,581,873 5,693,143 11,318,267

 （注）金額表示は平均売価によっております。

 （2）　受注状況 

 当社は受注見込みによる生産方式をとっておりますので、該当事項はありません。

 （3）　販売実績 

 （単位：千円）

区　分

前中間会計期間

（自平成18年４月１日

　　至平成18年９月30日）

当中間会計期間

（自平成19年４月１日

　　至平成19年９月30日）

前事業年度

（自平成18年４月１日

　　至平成19年３月31日）

品目別 販売金額 構成比（％） 販売金額 構成比（％） 販売金額 構成比（％） 

 製　品

 Ｊ　形　瓦 1,496,916 24.1 1,730,152 27.6 3,063,598 25.2

 Ｆ　形　瓦 3,894,527 62.7 3,639,890 58.2 7,354,639 60.6

 Ｍ　形　瓦 391,230 6.3 397,325 6.4 831,879 6.9

 商　品 そ　の　他 311,791 5.0 382,150 6.1 635,926 5.3

 工　事　売　上 120,126 1.9 107,917 1.7 246,995 2.0

 合　　計 6,214,591 100.0 6,257,435 100.0 12,133,039 100.0

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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付－ 1

 平成２０年３月期 中間決算短信（参考資料） 
平成 19年 11 月８日 

                                株式会社  鶴  弥 
                                コード番号  5 3 8 6   （東証・名証二部） 

1. 業     績          

 第 39 期中 第 40期中 第 41 期中 第 39期 第 40期 

売上高(百万円) 6,397 6,214 6,257 12,289 12,133

営業利益(百万円) 479 439 278 966 1,092

経常利益(百万円) 448 422 252 896 1,022

中間(当期)純利益(百万円) 101 233 133 339 350

１株当たり中間(当期)純利益(円) 16.22 33.56 17.16 48.83 49.71

 

 

 

2. 業 績 の 説 明          

粘土瓦需要動向を大きく左右する新設住宅着工戸数（特に持家）が平成 19年６月の建築基準法改正による

建築確認手続きの厳格化による影響と消費者による金利動向等の様子見による自然減が重なり、住宅着工戸数

が前年同期に比べ大幅に減少したことにより出荷が停滞し、併せて予想を超えた燃料価格の急騰・同業者のＦ

形瓦増産設備投資により、熾烈な価格競争となり企業間競争は一層激化しております。 

このような情勢下当社は、住宅の洋風化が益々顕著に推移していく中、「スーパートライ１１０」の慢性的

な在庫不足を解消し、お客様に満足していただけるように平成19年４月に阿久比工場に第３ライン（Ｆ形桟瓦

専焼ライン）を立ち上げ、製品の品揃えの充実をはかりました。 
利益面におきましては、新設住宅着工戸数の大幅な減少による出荷の停滞及び熾烈な価格競争が展開される

中、売上高におきましては、ほぼ前期並を確保したものの、阿久比第３ライン稼働に伴う諸費用・予想を超え

た燃料価格の急騰・出荷停滞に伴う生産設備の稼働率低下等による製造コストアップ要因等により、売上総利

益率が前期対比 2.9 ポイント低下した事が大きな負担となりました。 
この結果、当中間会計期間の売上高は、62億 57百万円（前年同期比0.7％増）、営業利益２億78百万円（前

年同期比36.8％減）、経常利益２億52百万円（前年同期比40.3％減）、中間純利益１億33百万円（前年同期比

43.0％減）の増収減益となりました。 
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3. 販 売 実 績          
前 中 間 期 当 中 間 期      区  分 

品 目 別 販 売 金 額       構成比 販 売 金 額       構成比 

 

増減率 

 Ｊ 形 瓦 1,496 百万円 24.1 ％ 1,730 百万円 27.6 ％ 15.6 ％増

製 品 Ｆ 形 瓦 3,894 百万円 62.7 ％ 3,639 百万円 58.2 ％ 6.5 ％減

 Ｍ 形 瓦 391 百万円 6.3 ％ 397 百万円 6.4 ％ 1.6 ％増

商 品 そ の 他      311 百万円 5.0 ％ 382 百万円 6.1 ％ 22.6 ％増

工 事 売 上 120 百万円 1.9 ％ 107 百万円 1.7 ％ 10.2 ％減

合     計 6,214 百万円 100.0 ％ 6,257 百万円 100.0 ％ 0.7 ％増

 
 

4. 中 間 配 当 金 

 1 株につき 10円の中間配当金を実施いたします。（普通配当 7円 50銭・記念配当 2円 50銭） 

 

 
5. 財 政 状 態          

   前 中 間 期 当 中 間 期 前 期 

総 資 産 19,877 百万円 21,630 百万円 21,113 百万円

純 資 産 8,357 百万円 9,116 百万円 9,062 百万円

自 己 資 本 比 率 42.0 ％ 42.1 ％ 42.9 ％ 

１株当たり純資産 1,201 円 17 銭 1,175 円 16 銭 1,168 円 25 銭

  （注）期末発行済株式数  当 中 間 期  7,767,800 株   期末自己株式数  当 中 間 期 10,099 株 

     （自己株式を含む） 前 中 間 期  6,967,800 株            前 中 間 期 10,099 株 

               前 期  7,767,800 株            前 期 10,099 株 

 

 

6. 通 期 の 業 績 予 想 

 前 期 通 期 予 想 増 減 率 

売 上 高 12,133 百万円 12,271 百万円     1.1％ 増 

営 業 利 益 1,092 百万円 695 百万円   36.3％ 減 

経 常 利 益 1,022 百万円 529 百万円   48.2％ 減 

当 期 純 利 益 350 百万円 257 百万円   26.6％ 減 

１株当たり当期純利益 49 円 71 銭 33 円  13 銭  

 
 

販 売 予 想 
前 期 通 期 予 想      区  分 

品 目 別 販 売 金 額       構成比 販 売 金 額       構成比 

 

増減率 

 Ｊ 形 瓦 3,063 百万円 25.2 ％ 3,500 百万円 28.5 ％ 14.3 ％増

製 品 Ｆ 形 瓦 7,354 百万円 60.6 ％ 7,006 百万円 57.1 ％ 4.7 ％減

 Ｍ 形 瓦 831 百万円 6.9 ％ 814 百万円 6.7 ％ 2.1 ％減

商 品 そ の 他      635 百万円 5.3 ％ 703 百万円 5.7 ％ 10.7 ％増

工 事 売 上 246 百万円 2.0 ％ 245 百万円 2.0 ％ 0.6 ％減

合     計 12,133 百万円 100.0 ％ 12,271 百万円 100.0 ％ 1.1 ％増

  （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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基準法と持家住宅の自然減の影響により実需予測が見えにくい現状を考慮すると新設住宅着工戸数（特に持

家）の大幅な増加が見込まれない一方、同業者間のＦ形瓦増産設備投資による熾烈な価格競争に加え燃料価格

の急騰による製造コストの上昇を製品に転嫁せざるを得ない状況が続く中、同業者間の熾烈な競争が続き厳し

い収益環境が続くと予想されます。 

こうした情勢のもとで厳しい経営環境に対処すべく当社は、販売面においては、今迄以上の積極営業により

販売基盤の拡大を図り、適正価格での販売に注力し、一方製造面においては、燃料価格の急騰による製造コス

ト上昇分の一部でも吸収する為、徹底したコスト削減に努め、併せて出荷面においては、他社に先んじた出荷

体制の更なる強化・製品ヤードの整備等による出荷サービスの差別化・さらに環境に優しい新商品の開発によ

る商品の差別化等により総合評価を上げ、社内にあっては、企業の社会的責任を自覚し全社を挙げてコンプラ

イアンスの徹底を図り、当社のブランド力及び顧客満足度の向上に積極的に取り組んでまいります。 

 
 

7. 設 備 投 資          

前    期 当    期  

上  期 下  期 通  期 上  期 下期予想 通期予想 

設 備 投 資 額 132百万円 1,624百万円 1,756百万円 722百万円 244 百万円 967百万円

減 価 償 却 費 280百万円 301百万円 581百万円 307百万円 333 百万円 641百万円

・阿久比工場第３ﾗｲﾝ新設 1,380百万円 ・阿久比工場第３ﾗｲﾝ新設 524百万円

（Ｆ形桟瓦）     （Ｆ形桟瓦）  

・製品置場舗装 88百万円   
主たる設備投資 

    

 

 

8. 配 当 予 想 

   1 株当たり 20円の年間配当金を予定しております。（普通配当 15円・記念配当 5円） 

売上高構成比の推移

6.0%

6.9%

6.7%

55.3%

57.1%

60.6%

56.4%

28.5%

25.2%

30.6%

30.5%

第41期

第40期

第39期

第38期

売上金額
（単位：百万円）

Ｊ形瓦

Ｆ形瓦

Ｍ形瓦

その他

11,269

12,271

12,289

12,133

(3,500)

(3,063)

(7,006) (814)

(7,354) (831)

(6,927) (739)(3,758)

(3,440) (6,234)

※ その他には商品および工事売上が含まれております。

(予想）

(764)

6.8%


